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３－１３－１６．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（８）－２ 
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３－１３－１７．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（９）－１ 
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３－１３－１８．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（９）－２ 
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３－１３－１９．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（１０）－１ 
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３－１３－２０．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（１０）－２ 
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３－１３－２１．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（１１）－１ 
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３－１３－２２．大規模地すべりの活動性評価に有効と考えられる手法（１１）－２ 
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第４章 その他の自然災害等に関する評価と今後の対応 

＜集中豪雨＞ 

４－１．鉄塔基礎設計及び斜面崩壊対策の事例 

逆Ｔ字型基礎

深礎基礎

 

山地で採用される主な基礎

法面保護工の実例
（フリーフレーム工法）

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

４－２．保全体制の在り方【東北電力の例】 

事前の備え 大雨（台風通過）後の対応 斜面崩壊発見時の対応

気象情報の把握 降水量の把握
ブルーシート敷・土嚢積みに
よる更なる土砂崩壊進展の
防止

稼動可能人員・車両等の確
認・集約

地上・ヘリコプターによる
予防巡視の早期実施※１

（過去に土砂崩壊が発生し
た要管理個所や，降水量
が多かった地域など）

保安停止※２による供給支障
等リスク低減（必要により）

応急復旧資材の確認
仮支線設置による鉄塔倒壊
の防止（必要により）

連絡体制の確立 恒久対策の早期実施

離島等への人員派遣
要管理個所として管理体制
の強化

※１．大雨・台風通過後は数日間程度で予防巡視（会社によっては保安巡視と呼ぶ場合あり）を
実施。機動性の観点から、ヘリコプターの活用が極めて効果的

※２．鉄塔倒壊などの不測の事態を想定し、予め当該送電線による送電を停止すること
 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 



<<参考資料>> 
              - 116 - 

 

４－３．大雨発生時の一連の対応【東北電力の例】 

月日 社内の動き 備考

8/8

・稼動可能人員・車両台数
（社員，工事会社）の把握
・応急復旧資材・工具点検
・連絡体制の確立

稼動可能人員（全店合計）
8/9 ：2311人（社員626人，工事会社1685人）
8/10：1994人（社員443人，工事会社1551人）
8/11：1817人（社員427人，工事会社1390人）

8/9
東北北部豪雨発生
（車両による予防巡視）

雫石観測所（岩手）
日最大1時間降水量 77.5mm
24時間降雨量 264mm

8/10～
8/11

ヘリコプターによる予防巡視
（降雨量が多い個所など）

29線路515㎞
土砂崩壊個所を発見

8/9～
8/15

応急復旧対策を実施
ブルーシート・土嚢積み・仮支線設置による鉄塔
倒壊防止対策の実施

9/17～
12/20

本復旧対策の実施 土留対策などにより恒久復旧

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

４－４．斜面崩壊と応急復旧及び本復旧対策の実例【東北電力の例】 

① ヘリコプター巡視にて確認された斜面崩壊
状況（8/10）

② ブルーシート・仮支線設置による応急復旧
（鉄塔倒壊防止）の状況（8/11～8/15）

③ 本復旧として、土留対策（緑化マット＋金網
＋ロックボルト）を実施（10/30～12/20）

①

②

③

金網張り緑化　φ2.6　50×50㎜網目

主アンカーピンＤ16　Ｌ1.0ｍ
1㎡当り　1本 客土転圧

緑化マット工　375㎡ ロックボルト2m

緑化マット工

アンカーピン　Ｄ16　Ｌ＝1.0ｍ

φ2.0

客土

転圧ロック

ボルト

（２ｍ）

アンカーピン

Ｄ１６Ｌ＝１ｍ/㎡

緑化マット工

３７５㎡

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 
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＜暴風（竜巻、台風等）＞ 

４－５．送電鉄塔の設計の考え方 

架空電線路の支持物の材料及び構造は、その支持物が支持する電線等によ
る引張荷重、風速40ｍ/秒の風圧荷重及び当該設置場所において通常想定
される気象の変化、振動、衝撃その他の外部環境の影響を考慮し、倒壊の
おそれがないよう、安全なものでなければならない

電気設備の技術基準（第32条 支持物の倒壊の防止)
技 術 基 準
（ 省 令 ）

架空送電規程
（ 民 間 規 程 ）

送電用支持物
設 計 標 準
（ 民 間 規 格 ）

機能性化：達成すべき
目的、目標のみを記載

JＥＡC6001

ＪＥＣ－127

補
足

引
用

技術基準解釈への引
用等

 「強風が局地的に強められる特殊箇所に施設する鉄塔の強風時荷重」
 「斜風に対する鉄塔の強度検討と塔高に応じた風圧値」

等を推奨・勧告

 実効最大荷重と降伏点応力度を対応させる設計手法
 合理的再現期間を有する想定荷重を採用するとともに、荷重は時間的

・空間的変動性状の実態を把握して地域別に評価

重大事故発生後の原因究明・対策検討（国または事業者による委員会等）

都度反映

 

（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 

 

４－６．台風への耐性評価（送電鉄塔の倒壊実績と対策実施状況等を 

踏まえた評価） 

台風による鉄塔倒壊被害は減少傾向（2005年度以降は倒壊被害なし）にあり、また第三者による調査
結果（平成25年度経済産業省委託事業）においても、台風への耐性は有りと評価
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170kV以上

110～154kV

66・77kV以下

伊勢湾台風等

台風19号

1959～2004年度までは電気協同研究第62巻第3号の「送電用鉄塔損壊事例」の内容。2005年度以降は電気事業連合会調べ

第2室戸台風

台風21号

ＪＥＣ-127改訂（1979年）
超大型鉄塔採用等に伴い、合理的設計手法へ転換
最大瞬間風速による設計風荷重、地域別速度圧の導入

技術基準制定（1965年）
電気事業法制定を受け、従来の

規程を引き継ぐ形で制定
制定時には、以下ＪＥＣの改訂内

容が反映

ＪＥＣ-127改訂（1965年）
59、61年の台風被害に鑑み改訂
大型鉄塔の風圧荷重に対する

上空逓増、斜風の考え方の追加

架空送電規程改訂
（1992年）
強風が局地的に

強められる特殊箇
所の設計荷重等
を追加

倒壊原因（風が強まる・強風を受けやすい特殊箇所）
を踏まえ、類似地形に建設されている鉄塔の想定風
速による強度チェック、建替や補強の耐風対策を実施

倒壊原因（基礎耐力の不
足）を踏まえ、類似基礎有
無の確認、耐力の検証お
よび補強対策を実施

 
（出所：電気事業連合会資料（第３回本ＷＧ資料（平成 26 年４月））） 


